
施策評価シート

１　施策基本情報

2027年度目標値

基本政策間連携

3

指標の説明（単位）

居住のある住宅総数20,760戸に対し、耐震性がある住宅
の割合

（H25住宅・土地統計調査より）

年間改修箇所数

名
称

柱を構成する主要事務事業 区分

1

3

4

3

指標の説明（単位）

主管課

2

2022年度目標値
2027年度目標値

都市計画課

住宅の安全性、耐久性、快適性、エネルギー使用の合理性その他の住宅の品質又は性能に関して、その維持及び向上を図り、将
来の市民の重生活の基盤となる良質で災害に強い住宅ストックの形成を進めます。

名
称
災害に強いストック形成 都市計画課

地震による倒壊被害を軽減し、市民の生命及び財産を保護するため、耐震診断と耐震改修を促進します。

1

2

90.00

計画策定時
2022年度目標値

詳
細

3

3.00
3.00

3.00

指標の説明（単位）

居住のある住宅総数20,760戸に
対し、耐震性がある住宅の割合

計画策定時
2022年度目標値
2027年度目標値

1

基本政策間連携

95.00

6

6

5

施策等名称 安心でやさしい住まいづくり
体系番号 0501010701
主管課 都市計画課

①

現状と課題

・高齢者、障がい者、低所得者棟の住宅確保要配慮者が困難な区住宅を確保し、安心して住み続けられるよう支援が必要
です。
・安心・安全な住宅地の形成を図るため、老朽建物の耐震診断及び耐震補強の促進が急務です。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

人も住宅も安全で安心　豊かな住まいづくりをめざして
・住民一人ひとりが安全に暮らせ、住民同士が支え合える地域である「人が安全で安心」な住まいづくりを進めます。

施
策
指
標

②

③

計画策定時

90.00

指標名称

民間住宅耐震化率
95.00
52.00
54.00
3.00
3.00

83.80

46.70

3.00

高齢者のための設備がある住宅の割
合

災害危険箇所の改修箇所数

名
称
将来に対応した住まいづくり

施
策
の
柱
2

まちづくりの目標指標

施
策
の
柱
1

詳
細

まちづくりの目標指標

2

52.00

54.00
46.701 （H25住宅・土地統計調査より）

柱を構成する主要事務事業

主管課

詳
細

基本政策間連携

3

区分

高齢者のための設備
がある住宅の割合

民間住宅耐震化率

災害危険箇所の改修
箇所数

83.80

施
策
の
体
系

施
策
の
柱
3

まちづくりの目標指標

2022年度目標値
計画策定時

2027年度目標値
指標の説明（単位）

3

2

5

4

6

主管課

1

年間改修箇所数

柱を構成する主要事務事業 区分

1

5

建築物耐震改修事業 実施

2 災害危険個所調査 実施

検討中

2 在宅生活の推進事業 検討中

省エネルギー活用の推進
事業

4



２　指標等の推移と変動要因

変
動
要
因
等

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

変
動
要
因
等

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

（H30住宅・土地統計調査結果より転記　R1.9予定）

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

3.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

柱2
災害危険箇所の改修箇所数

3.00 0.00

2

防災ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸを配布する等、市民周知等ｿﾌﾄ対策に努めた。また、上原区で雨水対策のハード対策を実施。

2020年度 防災ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸを配布する等、市民周知等ｿﾌﾄ対策に努めた。また、上原区で雨水対策のハード対策を実施。

2021年度 土砂災害特別警戒区域の住宅移転助成制度の検討等ソフト対策に努めた。また、上原区で雨水対策のハード対策を実施

2022年度

90.00 93.33 0.00 0.00 0.00 0.00

柱2
住宅耐震化率

83.80 84.00

1

変
動
要
因
等

2018年度

同上

2021年度 同上

2022年度

52.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

柱1
高齢者のための設備がある住宅の割合

46.70

1

変
動
要
因
等

2018年度 防災ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸを配布する等、市民周知等ｿﾌﾄ対策に努めた。また、上原区で雨水対策のハード対策を実施。

2019年度

啓発活動により耐震化が進んだ。

2022年度

3.00 33.33 33.33 33.33 33.33 0.00

施策
災害危険箇所の改修箇所数

3.00 1.00 1.00 1.00 1.00

3

変
動
要
因
等

2018年度 （H30住宅・土地統計調査結果より転記　R1.9予定）住宅リフォーム促進事業補助金の利用が進んだ。

2019年度 同調査は5年毎発表のため、当該年度の成果指標は未記載（次回は令和5年を予定）

2020年度

52.00 101.15 0.00 0.00 0.00 0.00

施策
高齢者のための設備がある住宅の割合

46.70 52.60

2

変
動
要
因
等

2018年度 耐震改修件数の増と新築家屋増による。

2019年度 集落懇談会等啓発活動により耐震化が進んだ。

2020年度 集落懇談会等啓発活動により耐震化が進んだ。

2021年度

85.00 85.10

1 90.00 93.33 93.89 94.44 94.56 0.00

施策
住宅耐震化率

83.80 84.00 84.50

施策等名称 安心でやさしい住まいづくり
体系番号 0501010701
主管課 都市計画課

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値 実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度



改
革
・
改
善

改革・
改善内容

【耐震】
・耐震対象者に対し、戸
別訪問の代わりにDM発
送。
・ちの・宮川・金沢地区を
重点地区とし、集落懇談
会の実施を個別に区に
働きかける。
・成果指標が耐震改修
実施数が明確にわかる
ような指標に変更した
い。

【耐震】
・耐震対象者に対し、戸
別訪問の代わりにDM発
送。
・ちの・宮川・金沢地区を
重点地区とし、集落懇談
会の実施を個別に区に
働きかける。
・成果指標が耐震改修
実施数が明確にわかる
ような指標に変更した
い。

2021年5月21日 2022年5月30日

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

矢嶋浩行 土岐篤広 土岐篤広 飯島正彦

篠原尚一 篠原尚一 篠原尚一 岩﨑研二

2019年5月31日 2020年7月7日

耐震改修は国レベルで
も重要緊急課題であり、
まずは命を守ることが先
決。その中でも住居の安
全性の確保が重要。

施
策
の
柱
等
の
重
点
化

【耐震】
・より効果的な周知・啓
発
・区・自治会レベルでの
集落懇談会実施
・コロナ禍における新た
な周知方法の模索(感染
予防のため効果的な会
議が開催できないため)

重点化する
施策の柱

2 2 2 2

重点
事務事業

1

【耐震】
・耐震対象者に対し、直
接電話連絡により耐震
改修の必要性について
説明。
・ちの・宮川・金沢地区を
重点地区とし、集落懇談
会の実施を個別に区に
働きかける。

1

理　由

【耐震】
・耐震診断、耐震改修申
請に対する補助。
・耐震についての啓発：
広報ちの・ビーナチャン
ネルでの周知、ロビー
展、ちの地区防災訓練
での広報、耐震診断実
施者に電話連絡により
耐震改修の必要性や助
成制度について説明

耐震改修は国レベルで
も重要緊急課題であり、
まずは命を守ることが先
決。その中でも住居の安
全性の確保が重要。

耐震改修は国レベルで
も重要緊急課題であり、
まずは命を守ることが先
決。その中でも住居の安
全性の確保が重要。

【耐震】
・より効果的な周知・啓
発
・区・自治会レベルでの
集落懇談会実施
・コロナ禍における新た
な周知方法の模索(感染
予防のため効果的な会
議が開催できないため)

【耐震】
・耐震対象者に対し、戸
別訪問の代わりにDM発
送。
・ちの・宮川・金沢地区を
重点地区とし、集落懇談
会の実施を個別に区に
働きかける。

1 1

耐震改修は国レベルで
も重要緊急課題であり、
まずは命を守ることが先
決。その中でも住居の安
全性の確保が重要。

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

【高齢者向け住宅】
・介護保険による住宅改
修の普及
【耐震】
・耐震診断、耐震改修申
請に対する補助。
・耐震についての啓発：
広報ちの・ビーナチャン
ネルでの周知、金沢地
区集落懇談会、耐震診
断実施者に改修補助制
度の案内DM発送

【高齢者向け住宅】
・介護保険による住宅改
修の普及
【耐震】
・耐震診断、耐震改修申
請に対する補助。
・耐震についての啓発：
広報ちの・ビーナチャン
ネルでの周知、金沢地
区集落懇談会、耐震診
断実施者に改修補助制
度の案内DM発送

【耐震】
・耐震診断、耐震改修申
請に対する補助。
・耐震についての啓発：
広報ちの・ビーナチャン
ネルでの周知、宮川地
区集落懇談会、耐震診
断実施者に改修補助制
度の案内DM発送

課
題

【耐震】
・より効果的な周知・啓
発
・区・自治会レベルでの
集落懇談会実施

【耐震】
・より効果的な周知・啓
発
・区・自治会レベルでの
集落懇談会実施

14,283,000

6,004,000

9,969,878

7,904,128

0.67

0.92

8,722,353

4,289,853

10,402,843

5,122,843

進捗評価 遅れている 遅れている おおむね順調 おおむね順調

1.19

1.19

ブロック塀防災対策補助
金の増

14,895,835

8,555,835

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

1.37

1.17

耐震改修実施者が、前
年度より2件増加したた
め

0.87

0.54

施策等名称 安心でやさしい住まいづくり
体系番号 0501010701
主管課 都市計画課

３　評価・改革改善 （単位：円）

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比） 2022年　（前年度比）

投
資
額

事業費(円)

うち一財(円)


